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2023 年 10 月 30 日 

アルプスアルパイン株式会社 

コーポレートコミュニケーション部 

 

2024 年 3 月期 第２四半期決算説明会スクリプト 

 

 

  
只今より、アルプスアルパイン株式会社、2024 年 3 月期、第２四半期決算説明会を開催いたします。 本日はお忙

しい中ご参加下さいまして、誠に有難う御座います。 

 

  
本日の登壇者をご紹介致します。 

代表取締役社⾧ CEO 兼 CTO の泉、取締役専務 CFO の小平、経理部⾧の小林、そして司会を務めさせていただ

きます、私コーポレートコミュニケーション部の鈴木で御座います。 宜しくお願い致します。 
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本日ご説明させていただく内容はご覧の通りとなります。 

 

  
今上期実績および通期予想につきましては、CFO の小平よりご説明申し上げます。 

それでは小平さん宜しくお願い致します。 

 

 
管理担当 CFO の小平です、宜しくお願い致します。 今上期実績は増収減益となりました。 売上高は、円安による

影響が 183 億円あり、前年同期比+4.6%の結果となりました。 営業利益は、売上高の増加および為替による影

響が+37 億円あったものの、コンポーネント事業におけるスマートフォン向けカメラアクチュエータの売上減少や製品構成

の変化 及びモジュール新製品の生産立上げ歩留まり未達などの影響により、46%減益の 106 億円となりました。
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尚、昨年 6 月にアルプス物流を連結子会社から持分法適用会社へ移行したため、前年上期の営業利益には同社か

らの利益貢献分 18 億円が含まれており、その影響を除けば 41%減益となります。 

経常利益は 169 億円となりましたが、為替差益 43 億円などを含めております。それらの結果、親会社株主に帰属す

る当期純利益は 67 億円となりました。続いて、営業利益の増減要因をご説明いたします。次のページをご覧ください。 

 

 
一番左が、 2022 年度 上期の実績、一番右が、 2023 年度 上期となります。その間が、前年同期からの変化

要因を示しています。 左から順にご説明いたします。 

売上高による利益増加は 57 億円で、これは、主に自動車生産回復および車載向けの新製品によるものです。 

為替は、円安による影響として 37 億円、変動費は 81 億円の下振れ要因となっております。その内訳ですが、価格

適正化の進展は計画通り進みましたが、スマートフォン向けカメラアクチュエータの製品構成の変化や、欧州自動車メ

ーカー向けモジュール新製品の立ち上げ歩留まり悪化により利益を下げる要因となりました。 

固定費は、開発費の抑制、回収及び一部下期へ期ズレにより減少しましたが、賃上げやエネルギーコスト高騰により、

費用が増加致しました。減価償却費は、アクチュエータ向け投資が一段落したため、21 億円の減少となりました。 

その他の-42 億円は、昨年度上期に発生した上海ロックダウンによる在庫増減に係る固定費変動によるものとなって

います。また、物流事業の-18 億円は、2022/6 より物流事業を持分法適用にしたことによるものです。 

続いて、事業セグメント別の実績です。 

 

  
こちらはセグメント毎の売上高と営業利益の前年度比較になります。 
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ご覧のようにモジュール・システム事業は前年同期比で増収・増益となりました。一方、コンポーネント事業、センサ・コミ

ュニケーション事業は減収・減益となりました。各事業別の分析については、次ページ以降でご説明いたします。 

 

 
まず、コンポーネント事業です。 売上高は、前年度上期 1,600 億円に対し、95 億円減少の 1,504 億円となりまし

た。 プラスの要因として円安はあったものの、モバイル市場向け製品の売上減少に加え、昨年、第１四半期で発生し

た上海ロックダウンによる規模減少があり、それを挽回できないほどの市況悪化の影響で、タクト SW ビジネスの受注減

など民生市場向けは減少となりました。 営業利益は、前年度上期 217 億円に対し、110 億円減少の 107 億円と

なりました。こちらもプラスの要因として円安がありますが、売上減少のほかに、製品構成が変化したこともあり、減益と

なりました。 続いて、センサ・コミュニケーション事業について、次のページをご覧ください。 

 

 
センサ・コミュニケーション事業の売上高は、前年度上期 444 億円に対し、37 億円減少の 407 億円となりました。 

プラスの要因として、車載向け製品が伸びましたが、モバイル市場向け製品のモデル切り替えに伴い売上減少となりま

した。営業利益は、前年度上期 7 億円に対し、22 億円減少のマイナス 14 億円となりました。 

モバイル市場を中心とした売上高の減少と、来年度以降に立ち上がる新製品の開発費が今期増加しており、減益 

となりました。続いて、モジュール・システム事業について、次のページをご覧ください。 
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モジュール・システム事業については、売上高は、前年度上期 2,215 億円に対し、528 億円増加の 2,743 億円と

なりました。プラスの要因として、円安と自動車生産の回復に伴う数量増、またシステム事業の新製品が寄与し、増収

となりました。営業利益は、前年度上期-52 億円に対し、58 億円増加の 5 億円となりました。モジュール事業、シス

テム事業共に、売上高の増加、一部開発費の期ズレ及び価格適正化が計画通り進捗したことにより前年度より改善

致しました。 

加えてシステム事業側ですが主にディスプレイ製品の製品構成の良化による収益改善がみました。一方、モジュール事

業においては新製の品生産立上げ歩留まりの計画未達により収益が悪化しております。本件は引き続き２Q 以降の

中での改善優先事項として取り組んでおります。又、システム事業においては過年度分のロイヤルティ費用支払いが

20 億円ほどございましたが、本件は第 2 四半期までに全て完了しております。以上から営業利益率がモジュール事業

では悪化、システム事業では一過性のロイヤルティ支払いあったものの良化という結果になりました。 

 

 
こちらは第１四半期と今第２四半期との比較になります。右側のコメントは営業利益に影響する要因を記載していま

す。コンポーネント事業は、モバイル市場向け製品の季節要因による増加や、車載市場向け製品の売上が第１四半

期に比べ増加していることから増益となりました。センサ・コミュニケーション事業は、モバイル市場向け製品の増加および

収益改善が進捗したことにより増益となりました。モジュール・システム事業では、モジュール新製品の生産立上げ歩留

まりの計画未達や、ロイヤルティ費用の追加計上がありましたが、価格適正化による費用回収や、一部開発費の下期

への期ズレがあり、対直前四半期比で増益となりました。 
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営業利益の増減要因を前期比で説明致します。 まず、売上高による利益増加は 71 億円で、これは、主に自動車

生産回復および車載向けの新製品等によるものです。 又、円安による為替影響は 20 億円でした。変動費は価格

適正化回収が計画通り進捗したことで、14 億円改善しています。 固定費は、開発費の執行効率化および、下期

回収予定の一部前倒しなどで 41 億円のプラス効果がありましたが、当然、開発費に関しては下期には逆のマイナス

効果が予想されます。 以上の結果、第 2 四半期の営業利益は 131 億円となりました。 

 

 
こちらは貸借対照表になります。自己資本比率が、2023/3 期末から 0.3 ポイント減少し 53.7%となりました。 
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続きまして、通期の予想についてご説明いたします。 

 

 
まず、下期の事業環境に関する見方について期初で見ていた状況からの変化を表しています。 

民生・モバイル市場においては、期初では上期は低迷するも下期から持ち直すと想定していましたが、現時点では持ち

直しはせず引き続きゲーム機、モバイル機器などデジタル家電全般で需要が低迷すると想定しています。よって回復に

おいては今期いっぱい時間を要する見通しです。 

車載市場では、期初では緩やかな回復を想定していましたが、現在は、米国での UAW 問題の⾧期化による影響や、

中国市況の低迷などのマイナス要因が、自動車生産の増産傾向というプラス要因より強く影響するため、市場全体と

して下方傾向になると想定しております。 

インフレ影響については、期初想定から大きく変化はなく、一部部材コストの高止まりが継続しています。この状況を踏

まえて次頁で通期予想をご説明致します。 
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通期の予想については、下期の想定為替レートを期初設定の１ドル￥125 から\140 へ変更ししております。一方で

売上高、営業利益とも 7/28 で公表した通期予測を据え置きとしております。その上で上期の結果を踏まえ下期予想 

を記載しておりますが、モバイル、民生市場の更なる低迷、車載市場においては UAW 問題による影響もあり不透明

感が今でも継続しており下振れリスクが高まっております。これらの状況を踏まえ予想に対する影響が相当にあると判断

し、通期における前回公表値を据え置いておりますが、引き続き状況を注視して参ります。 

 

  

配当金の見通しにつきましては、変更なく 20 円配当を予定しております。 
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本年 3 月 31 日付で、東京証券取引所からＰＢＲ1 倍割れの上場企業に対して、資本コストや株価を意識した経営

の実現に向けてのガイドラインが提示されたことは、皆さんご存じの通りです。 

国内外の株主・機関投資家様からは、業績回復への道筋に加えて、資本効率改善など、バランスシートマネジメントに積極

的に取り組むことが求められています。 

今年 5 月の IR DAY に財務、資本政策に関して一部ご説明をしましたが、企業価値向上に関して継続して検討を進めて

おります。今後、更に資本コストや株価を意識した経営に取り組み、株主及び投資家の皆さんにご理解を深めて頂けるよう

努力して参ります。 

 

 
まず、当社の現状を示す主な指標ですが、御覧いただけます通り、株価、ROE ともに低迷が続いており、PBR については 1

倍を下回っております。 当社の株主資本コストは８～9％を想定しています。 しかしながら、ROE は株主資本コストを下

回っており、株主及び投資家の皆さんの期待に応えられていない状況です。 

経営統合時に企業のありたい姿として掲げた目標値「2027 年、ROE10％」に向けて取り組んでおりますが、第一次中期

経営計画期間ではコロナによる影響を大きく受け、第二次中期経営計画の初年度であった 2022 年度は計画を下回る結

果となっており、将来への期待値を含む、株式市場においての評価結果として、現在の株価となっていると認識しています。 
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こうした現状を踏まえ、PBR1 倍に向けた取り組みについて説明させていただきます。 

PBR1 倍に向けては、ROE と PER の両面で改善を進めます。 ROE については分子の「収益性」の改善と、分母となる「自

己資本」の両面で改善をしてまいります。 

「収益性」については、先ほど決算の中でも説明いたしましたが、2024 年度までの短期的な収益改善に向け、「モジュール

システム事業の収益化」と「インフレ対策・価格適正化」、「新製品導入における異常費用の極小化」に取り組み、四半期ご

との決算でご説明していきます。 また、2027 年度までの中⾧期の成⾧については、「成⾧性」の箇所に記載の通り、事業

ポートフォリオ変革に取り組んでまいります。 

「自己資本」については、将来の成⾧に向けた、「注力領域への M＆A を含む成⾧投資」と「株主還元」のバランスを取るこ

とと、保有資産の活用等による最適な資本構成を実現し、資本効率性を高めることが重要と考えております。 

また、5 月の IR Day でご説明させていただいた通り、ROIC を導入し、企業価値向上のための投資判断を実施してまいり

ます。 

PER については、株主価値を上げていくために、当社が何をすることで成⾧していくか、そのために何に投資をして、その結果

どれだけ稼いでいくか、を投資家の皆様にご理解いただくことが重要であると考えています。 

具体的な投資すべき領域を明確にしていく成⾧シナリオについては、のちほど、CEO の泉からご説明させて頂きます。 

今後も継続的に、それらの取り組みのご説明を従来以上に強化しながら、時間軸については、第三次中期経営計画期間

の早期の段階で PBR1 倍達成を目指して取り組んでまいります。 
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次に当社の資本政策に基づく取り組みの方向性についてご説明いたします。 

当社の資本政策では、「成⾧投資」「健全な財務」「株主還元」の３つのバランスを掲げています。 

ここで示している左側は 2022 年度の始めに第二次中期経営計画として立案したときのキャッシュアロケーションです。 

当初、2400 億円の営業 CF によるキャッシュインと約 2000 億円の事業基盤強化と将来に向けた戦略投資を計画してお

り、株主還元につきましては、利益計画に基づく総還元性向 35％といたしました。 

しかしながら、前年度の収益計画の未達及び 5 月発表の第二次中期経営計画の目標値の引き下げにより、今期末での

収益計画を踏まえても、営業 CF によるキャッシュインの減少が想定されます。 

一方、将来の成⾧と、収益率を高めるための戦略投資の実行が遅れていると認識しています。 今後のさらなる成⾧の加速

に向け、自社単独のオーガニックな成⾧だけでなく、M&A による非連続な成⾧も検討してまいります。 その原資確保のため

に、事業による収益確保に加え、保有資産の活用や有利子負債により資金確保を実施してまいります。  

「健全な財務」については、「A 格維持」「ネットキャッシュ＋」「自己資本比率 50％目安」で健全性を確保すると同時に、 

「株主還元」については、自己資本比率の最適化をしながら、積極的な株主還元を進めて参ります。 

以上の方針から資本構成の最適化を実現しながら成⾧軌道への回帰と PBR1 倍以上を含めた企業価値の向上を目指し

てまいります。 

 

続いて、CEO の泉から、ポートフォリオ変革軸とした、当社の成⾧に向けた方向性についてご説明いたします 

 

 

私の CEO としての最大の役割は、企業価値最大化のための「経営資源の最適配置と活用」です。 そのために、注力領域 

と 非注力領域を内部で議論してきました。 新たな注力領域として、産業機器市場で当社の強みを活かした事業創造を

進め、非注力領域として車載コモディティ不採算製品の段階的撤退を進めると同時に、生産品目と拠点の集約を進めてま

いります。 この「創造」だけでなく、「撤退」「集約」も決断・実行することで、事業ポートフォリオ変革を実現してまいります。 



12 

 

 

当社の三つのセグメントの状況をご説明いたします。 コンポーネント事業セグメントでは、当社のコア技術である、接点技術、

接触検出技術を応用し、より高機能・高付加価値を実現した製品で、アミューズメント、車載市場、民生/IoT 市場でのシ

ェアアップを実現します。 コモディティ化が進むモバイル市場においては、生産地の最適化による固定費削減と、高付加価値

新型アクチュエータの採用拡大による収益性改善に注力していきます。これによってコンポーネント事業全体として、従来のモ

バイル市場依存であった事業ポートフォリオの変革を推進していきます。 

 

 

次に、センサ・コミュニケーション事業セグメントについてご説明いたします。４つの車載市場向け戦略製品に加え、産業機器

市場での事業拡大を目指します。我々が民生と車載市場で培ったコア技術を応用した、電力供給制御デバイスや磁気応

用デバイスはこの市場でも、競争力が発揮できると考えています。産業機器市場における当社が対象とする製品群の市場

規模は 27 年までに倍増が見込まれる有望市場です。車載市場向け戦略製品と合わせた、新たなポートフォリオでの受注

ポテンシャルは 27 年で 1000 億円以上を想定しています。 

 

また、当社は従前より、製品の内製用に半導体の開発、設計、また一部生産を行っております。現在では顧客から IC 単体

での引き合いも受けており、外販ビジネスを開始しております。これらはハードウェアとソフトウェアの技術のシナジーとして芽が

出始めた領域であり、今後、単独事業のみならず、技術の進化、当社製品競争力向上への貢献を期待しています。 
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当事業における更なる成⾧に向けては、オーガニックな成⾧だけに留まらない施策・投資も視野に入れて、センサー・コミュニ

ケーション 1500 の事業目標達成を目指します。 

 

 

モジュールシステム事業セグメントにおいては、デジタルキャビン関連製品を中心とした高付加価値製品群へのシフトによるポ

ートフォリオ変革により収益性を向上させていきます。それらの受注活動結果として 2027 年の段階では、高付加価値製品

群は、全体の 40％を占める公算です。また、27 年のビジネスについては、受注計画の約 80％の受注がすでに確定してお

り、この半年で 10 ポイント増加いたしました。 

 

一方、この事業では不採算製品が、収益上大きな課題となっています。これらの不採算製品の整理/縮小を強力に推し進

めてまいりますが、すでに顧客との交渉は始められており、24 年度に一部の生産品目集約と生産地移管、その後に生産拠

点集約を進めます。 

もう一つの課題は、今期の業績にも影響がでている、新製品立ち上げでの歩留まり悪化による異常工数であります、 

その対策を重点的に改善推進し、24 年度の上期に正常化を目指します。 
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次に収益改善の守りの戦略に対して攻めの戦略になります。 車は今後スマートフォンの様にソフトウェアの更新により機能

進化を実現していく事が求められております。 現在、自動車 OEM においては ADAS 並び EV パワートレインに注力されて

おりますが、今後はキャビンの進化に資源投入すると考えており、当社は先に申し上げたキャビンコントローラと、そこに繋がる

周辺機器群の技術革新が鍵となると考えています。 

そこでは当社の強みであるヒューマンインターフェースとセンシング技術を使い、キャビンをシームレスにつなげることで、ユーザー

に新たな「体験価値」を提供できるようになり、顧客である自動車 OEM において、この「体験価値」が将来の差異化要因に

なると想定しています。 

我々はいち早く、その領域に経営資源を集中することで、先行者ポジションの獲得を目指すと共に、先ほど説明したセンサー

コミュニケーション事業で培う、内製 IC やコア技術の活用によって競争優位性と高い内部付加価値を実現させていきます。 

先にも述べましたが、当社としては車載事業の収益性改善を最重点項目として進めておりますが、同時に３つの事業セグメ

ントでの成⾧戦略を加速させ、企業価値向上につなげるべく事業成⾧を実現してまいります。 

本日の内容は以上となります。 


